
（平成２５年１月３０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 16 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 15 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 16 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

東京国民年金 事案 13595 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年８月から 58 年３月まで 

             ② 昭和 61 年７月から同年９月まで 

    私は、昭和 55 年８月に会社を退職後、区役所で国民年金の加入手続を行

い、送付されてきた納付書で、毎月、国民年金保険料を納付していた。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、当該期間は３か月と短期間であり、申立人は、申立

期間を除き、昭和 58 年４月以降における国民年金加入期間の国民年金保険料

を全て納付しているほか、申立期間②前後の転居に伴う住所変更手続を適切

に行っていることが申立人の所持する年金手帳において確認できることから、

当該期間の保険料についても納付していたものとみても不自然ではない。 

一方、申立期間①について、申立人は昭和 55 年８月に会社を退職後、区役

所で国民年金の加入手続を行ったと述べているが、申立人の国民年金手帳記

号番号は 59 年３月に払い出されていることから、この頃に国民年金の加入手

続が行われたものと推認され、当該加入時点では、当該期間の過半は既に時

効により保険料を納付することができない期間である。 

また、申立人は、上記手帳記号番号と厚生年金保険の記号番号が記載され

た年金手帳を所持しているが、当該年金手帳以外に別の手帳を所持していた

記憶は無いと述べており、当該期間当時、申立人に対して別の手帳記号番号

が払い出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間①の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が申立期間①の保険料を納付して



  

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 61 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



  

東京厚生年金 事案24015（事案7115及び15400の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る

資格喪失日（昭和23年５月31日）及び資格取得日（昭和24年１月31日）を取り消し、

申立期間の標準報酬月額を、昭和 23 年５月から同年７月までは 500 円、同年８月から

同年12月までは1,500円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和23年５月31日から24年１月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者

委員会に再度申し立てたところ、勤務は推認できるが保険料控除が確認できないこと

等の理由により、記録訂正を認めることはできないとの通知があった。しかし、申立

期間内に准社員から社員になり継続して勤務していたのに保険料控除が確認できない

という判断に納得できず、新たに申立期間当時に同社から受けた辞令を提出するので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっており、事業主と連絡が取れないこと、ⅱ）同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿から申立期間において加入記録のある従業員に申立人の申立期間における勤

務状況や厚生年金保険への加入状況等について照会したが、これらを確認できる回答は

得られなかったこと、ⅲ）昭和23年１月13日の資格取得時と24年１月31日の再取得時に

おける被保険者番号が別に払い出されていること等から、申立期間について厚生年金保

険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認で

きないとして、既に当委員会の決定に基づき平成22年３月３日付けで年金記録の訂正は

必要でないとする通知が行われている。 

その後、申立人は上記通知に納得できず、新たな資料として申立期間当時にＡ社の他



  

営業所に勤務していた同僚及び実兄から送られた手紙を提出するので、調査してほしい

と再申立てを行っている。 

上記手紙から、申立人の主張に信ぴょう性が認められ、申立人が申立期間においてＡ

社のＢ営業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、ⅰ）上記被保険者名簿に上記手紙に記載されているＡ社のＢ営業所長

と思われる氏名は確認できないこと、ⅱ）同社の同営業所に勤務していたと思われる同

僚及び従業員の資格取得日は、それぞれ昭和23年９月30日及び24年６月１日であり、２

名とも同営業所に勤務していたと思われる期間における厚生年金保険の加入記録は確認

できないこと、ⅲ）上記３名の所在は不明であることから、申立期間における申立人の

勤務状況及び厚生年金保険への加入状況等について確認することができず、申立期間に

おける厚生年金保険料の控除を推認できないことから、当委員会の決定に基づき平成23

年３月９日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は新たに昭和23年３月９日付けでＡ社の本社からＢ営業所に異動

となった辞令及び同年７月17日付けで准社員から社員になった辞令が見つかったことか

ら、申立期間において同社の同営業所に継続して勤務しており、厚生年金保険料も控除

されていたと主張している。 

上記辞令及び同僚の供述から、申立人は、申立期間においてＡ社のＢ営業所に継続し

て勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の申立期間当時の経理担当者は、社員であれば厚生年金保険に加入させて

おり、保険料についても退社しない限り控除していたと思う旨供述している。 

さらに、複数の従業員は、他営業所に転勤しても給与計算の処理は本社で一括して行

っていた旨供述している上、上記従業員について、他営業所に勤務したとする期間にお

いてＡ社における厚生年金保険の加入記録が確認できる。 

加えて、申立人は准社員であった昭和 23 年１月から厚生年金保険に加入しており、

社員となった申立期間内の同年７月に被保険者資格を喪失することは考え難い上、上記

辞令に記載されている異動日（昭和23年３月９日）から同年５月31日までの期間は、

Ａ社において厚生年金保険の加入記録があることから、申立期間についても同社におい

て厚生年金保険の加入が継続していたものと推認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 23 年４月の

社会保険事務所（当時）の記録及び同僚に係る標準報酬月額の記録から、同年５月から

同年７月までは500 円、同年８月から同年 12 月までは 1,500 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同社に係る商業登記の記録も無

く、事業主を特定することができないが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失

届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録すること



  

は考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届

出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 23 年５月から同年

12 月までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 



  

東京厚生年金 事案24016 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和51年11月４日、資

格喪失日は52年２月27日であると認められることから、申立人の資格取得日及び資格

喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和51年11月から52年１月までの標準報酬月額については、10万4,000円

とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年５月21日から52年３月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社から健康保険

証を交付されており、また、源泉徴収票を提出するので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和51年11月４日から52年２月27日までの期間について、雇

用保険の記録によると、申立人は、51年５月21日から52年２月26日までＡ社に勤

務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、当初、申立人に係る資格取得

日は昭和51年11月４日と記録されていたところ、処理日は不明であるが、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和51 年 12 月 28 日）の後において、遡

及して当該資格取得記録の取消処理が行われていることが推認できる。 

また、上記処理は、申立人を含め 15 人の被保険者についても行われていることが

確認できる。 

なお、上記被保険者名簿においてＡ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった日

は昭和51 年 12 月 28 日とされているものの、52 年１月 27 日付けで事業主の変更が

行われていること、雇用保険の記録から申立人が同年２月 26 日まで勤務しており、

同社が発行した資格喪失後継続療養受給届にも資格喪失日が同年２月 27 日と記載さ

れていることから、その後において、上記処理が行われていることが推認できる。 

また、Ａ社に勤務していた複数の従業員の供述から、申立期間当時、同社は経営が



  

厳しく、社会保険料を滞納していたことが推認できる。 

さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、同社が適用事業所でなくなった

日においても法人事業所であったことが確認できる上、９人の従業員に係る雇用保険

の記録が確認できることから、厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たして

いたと認められる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、社会保険

事務所（当時）において、上記処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があ

ったとは認められないことから、申立人のＡ社における資格取得日は昭和51年11月

４日、資格喪失日については、上記資格喪失後継続療養受給届における資格喪失日で

ある52年２月27日とすることが必要である。 

また、昭和 51 年 11 月から 52 年１月までの標準報酬月額については、申立人に係

る上記処理前の上記被保険者名簿の記録から、10 万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

２ 申立期間のうち、昭和 51 年５月 21 日から同年 11 月４日までの期間について、雇

用保険の記録により、申立人がＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、上記被保険者名簿によると、Ａ社は、昭和51年11月４日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、当該期間は適用事業所でないことが確認できる。 

また、申立人の所持する昭和 51 年分給与所得の源泉徴収票によると、当該期間に

おける厚生年金保険料が給与から控除されていないことが確認できる。 

３ 申立期間のうち、昭和52年２月27日から同年３月１日までの期間について、申立

人が所持する雇用保険受給資格者証により、申立人は、同年２月 26 日に離職し、基

本手当を受給していることが確認できることから、申立人が当該期間においてＡ社に

勤務していたことが確認できない。 

このほか、申立人の申立期間のうち、昭和51 年５月 21 日から同年 11 月４日まで

の期間及び52年２月27日から同年３月１日までの期間における厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案24017 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、昭和 57 年３月 31 日から同年８月 10 日までの期間について、申立

人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、同年８月 10 日であると認め

られることから、当該期間の資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、17万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和57年３月31日から58年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

申立期間も継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間のうち、昭和 57 年３月 31 日から同年８月 10 日までの期間について、雇

用保険の加入記録及び元従業員の供述により、申立人は当該期間においてもＡ社に継

続して勤務していたことが確認できる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人に係る資格喪失日につい

て、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和57年７月31日（以下「全喪

日」という。）の後の同年８月10日付けで、遡って同年３月31日とされており、同

様の処理が申立人を含む 15 人の被保険者について行われている上、同年３月１日以

降に被保険者資格を取得した８人について、遡って当該資格取得記録が取り消されて

いることが確認できる。 

しかし、上記被保険者名簿における「更新又は検認」欄には、昭和57年４月24日

の日付印が押され、同日に被保険者証が更新されたことが確認できる上、申立人に係

る当該被保険者名簿の備考欄には、同年に被保険者証が更新されたことを意味する印

が押されていることから、申立人の被保険者証も同日に更新されたことが確認できる。 

また、複数の元従業員が、申立期間当時のＡ社は経営状態が悪く、社会保険料を滞

納していると聞いたとしている上、同社の元社会保険手続担当者の妻である元従業員

は、申立期間当時の同社は社会保険料を滞納しており、金融機関から融資を受けて滞



  

納保険料を支払うと夫から聞いたと供述していることから、申立期間当時、同社は社

会保険料を滞納していたことが推認できる。 

 さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本により、同社は全喪日以降も法人事業所

であったことが確認できる上、雇用保険の加入記録により、常時５人を超える従業員

がいたことが確認できることから、同社は、申立期間においても当時の厚生年金保険

法に定める適用事業所としての要件を満たしていたものと判断される。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、Ａ社の全喪日の

後に、上記資格喪失処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係る記録は有効なも

のとは認められないことから、申立人の同社における資格喪失日を、上記被保険者名

簿において確認できる申立人に係る資格喪失届の受付日である昭和57年８月10日に

訂正することが必要である。 

 なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 57 年２月

の上記被保険者名簿の記録から、17万円とすることが妥当である。 

  ２ 申立期間のうち、昭和 57 年８月 10 日から 58 年４月１日までの期間について、雇

用保険の加入記録及び元従業員の供述により、申立人が、当該期間においてもＡ社に

継続して勤務していたことは確認できる。 

    しかし、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、平成元年 12 月

＊日付けで解散している上、同社の事業主及び社会保険手続担当者は既に死亡してい

ることから、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

    また、元従業員から提出された給与明細書及び文書回答により、Ａ社の給与は月末

締めの翌月25日払いであり、当月分の厚生年金保険料を翌月25日に支払う給与から

控除していたものと推認できるところ、昭和57年８月31日に同社を離職した元従業

員から提出された給与明細書により、同年７月及び同年８月の厚生年金保険料は給与

から控除されていないことが確認できることから、同社では全喪日以降に支給した給

与から厚生年金保険料を控除していなかったものと推認できる。 

 このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24018 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと

認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 15 年７月 12 日は 24

万1,000円、同年12月６日は33万1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年７月12日 

② 平成15年12月６日 

Ａ社（厚生年金保険の適用はＢ社）に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保

険の標準賞与額の記録が無い。同社に勤務していたのは間違いないので、標準賞与額

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＢ社の破産管財人から提出された平成 15 年度夏期及び冬期手当支給一覧表

並びに複数の同僚から提出された賞与支給明細書により、申立人は、申立期間にＡ社か

ら賞与の支払を受けていたことが認められる。 

   また、Ａ社の申立期間当時の給与事務担当者は、申立人の申立期間の賞与から厚生年

金保険料を控除していたと供述していること、及び複数の同僚から提出された賞与支給

明細書によると、当該賞与に係る厚生年金保険料を控除されていたことが認められるこ

とから、申立人についても、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたものと認められる。 

   なお、申立期間の標準賞与額については、上記一覧表において確認できる賞与額から、

平成15年７月12日は24万1,000円、同年12月６日は33万1,000円とすることが妥

当である。 

   また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間当時の事業主から回答を得ることができない上、Ａ社及びＢ社は平成23年12月＊

日に破産手続を開始しており、当該破産管財人は、破産処理に必要な書類以外は廃棄し



  

て保管されていないと回答しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

なお、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



  

東京厚生年金 事案24020 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和

44年５月16日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万9,000 円とすることが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年４月16日から同年５月16日まで 

    厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立

期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。昭和 37 年４月に入社し、46

年４月に退職するまで継続して勤務していたので、申立期間についても厚生年金保険

の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ａ社から提出のあった同社が作成した従業員名簿及び同僚の供

述から判断すると、申立人は、申立期間を含めて同社に継続して勤務し（昭和 44 年５

月 16 日に同社Ｂ工場から同社Ｃ本店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 44 年

３月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る資格喪失日を誤って昭和44年４月16日として届け出たことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成16年７月16日は

20万円、17年７月15日は33万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和55年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成16年７月16日 

             ② 平成17年７月15日 

Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立

期間の標準賞与額の記録が無い。申立期間における賞与明細書を提出するので、標準

賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人は、平成16年３月16日から17年12月 30日まで

の期間について、Ａ事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確認できる

ところ、申立人から提出された同事業所における賞与明細書により、申立人は、申立期

間に同事業所から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記賞与明細書において確認できる厚生年

金保険料控除額から、平成16年７月16日は20万円、17年７月15日は33万6,000円

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提出していなかったこと、

また、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、こ

れを履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24022 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果、平成 19 年１

月から同年７月までは 30 万円、同年８月から 20 年８月までは 41 万円、同年９月から

22 年２月までは 47 万円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の

規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 28 万円

とされているが、申立人は、当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以

下「特例法」という。）に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、19

年１月から同年４月までは30万円、同年５月から同年12月までは41万円、20年１月

から同年５月までは38万円、同年６月から21年８月までは44万円、同年９月から22

年２月までは41万円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る訂正後の当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人の申立期間③から⑫までに係る標準賞与額については、厚生年金保険法

第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、当該期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、特例法に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 16 年

12月25日は19万5,000円、17年６月30日は56万6,000円、同年12月25日及び18

年６月25日はそれぞれ55万2,000 円、同年12月25日は53万8,000 円、19年12月

７日は72万5,000円、20年６月17日は51万7,000円、同年12月５日は86万9,000

円、21 年７月１日は60 万 4,000 円、同年12 月 10 日は53 万 8,000 円とすることが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成17年９月１日から19年１月１日まで 



  

② 平成19年１月１日から22年３月１日まで 

③ 平成16年12月25日 

④ 平成17年６月30日 

⑤ 平成17年12月25日 

⑥ 平成18年６月25日 

⑦ 平成18年12月25日 

⑧ 平成19年12月７日 

⑨ 平成20年６月17日 

⑩ 平成20年12月５日 

⑪ 平成21年７月１日 

⑫ 平成21年12月10日 

Ａ事業所に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の標準報酬月額

が実際に支給されていた給与より低くなっており、また、申立期間③から⑫までの標

準賞与額の記録が無いことが分かった。同事業所は年金事務所に事後訂正の届出を行

ったが、厚生年金保険料は時効により納付することができず、申立期間の訂正後の記

録は年金の給付に反映されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、申立人のＡ事業所における厚生年金保険の標準報酬月額は、

オンライン記録によると、当初、28 万円と記録されていたところ、同事業所は、平

成17年から21年までの定時決定に係る算定基礎届等を提出していなかったことから、

24 年４月 26 日付けで、年金事務所に当該算定基礎届等を提出した結果、同年５月９

日付けで、19 年１月から同年７月までは 30 万円、同年８月から 20 年８月までは 41

万円、同年９月から22年２月までは47万円に訂正されているが、当該額は厚生年金

保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬

月額は当該訂正前の28万円とされている。 

  しかしながら、申立人が保有している申立期間②における給与明細書によると、申

立人は、標準報酬月額30万円から44万円に基づく厚生年金保険料を控除されていた

ことが確認できる。 

したがって、申立期間②に係る標準報酬月額については、上記給与明細書において

確認できる厚生年金保険料控除額から、平成19年１月から同年４月までは30万円、

同年５月から同年12月までは41万円、20年１月から同年５月までは38万円、同年

６月から21年８月までは44万円、同年９月から22年２月までは41万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 24 年４月

26 日付けで、申立てに係る報酬月額の届出を年金事務所に行っており、また、当該

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間③から⑫までの標準賞与額について、Ａ事業所は賞与支払届を提出してい



  

なかったことから、平成24年４月26日付けで、年金事務所に当該賞与支払届を提出

した結果、同年５月９日付けで、16年12月 25日は20万円、17年６月30日、同年

12月25日、18年６月25日及び同年12月25日はそれぞれ58万円、19年12月７日

は 80 万円、20 年６月 17 日は 82 万円、同年 12 月５日は 91 万円、21 年７月１日は

68万2,000円、同年12月10日は62万2,000円と記録されているが、当該額は厚生

年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額の計算の基礎となる標準

賞与額とはならないとされている。 

  しかしながら、申立人が保有している当該期間における賞与明細書によると、申立

人は、標準賞与額19万5,000円から86万9,000円に基づく厚生年金保険料を控除さ

れていたことが確認できる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細書において確認

できる厚生年金保険料控除額から、平成16 年 12 月 25 日は 19 万 5,000 円、17 年６

月 30 日は 56 万 6,000 円、同年 12 月 25 日及び 18 年６月 25 日はそれぞれ 55 万

2,000円、同年12月25日は53万8,000円、19年12月７日は72万5,000円、20年

６月17日は51万7,000円、同年12月５日は86万9,000円、21年７月１日は60万

4,000円、同年12月10日は53万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 24 年４月

26 日付けで、申立てに係る賞与額の届出を年金事務所に行っており、また、当該賞

与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立期間①について、申立人のＡ事業所における厚生年金保険の標準報酬月額は、

申立期間②と同様に、オンライン記録によると、当初、28 万円と記録されていたと

ころ、30 万円に訂正されているが、当該額は厚生年金保険法第75 条本文の規定に該

当することから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は当該訂正前の 28 万円と

されている。 

そして、申立人が保有している申立期間①における給与明細書によると、申立人の

報酬月額は 30 万円とされているものの、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月

額は26万円であることが認められる。 

一方、特例法に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及

び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①に係る標準報酬月額については、特例法に基づく記録訂正

の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

 



  

東京厚生年金 事案24023 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記

録を昭和 40 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年４月30日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

において同社本社から同社Ｃ支店への転勤はあったものの、継続して勤務していたの

で、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社が保有している申立人に係る人事記録及びＤ健康保険組合

から提出された被保険者記録から判断すると、申立人は、申立期間を含めてＡ社に継続

して勤務し（昭和 40 年５月１日に同社本社から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 40 年３月の

社会保険事務所（当時）の記録から、１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る資格喪失日を誤って昭和40年４月30日として届け出たことを認め

ていることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告

知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付される

べき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間

に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24025 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成15年８月11日、

同年12月17日及び16年８月10日はそれぞれ35万円、同年12月15日及び17年８月

10日はそれぞれ30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年８月 

② 平成15年12月 

③ 平成16年８月 

④ 平成16年12月 

⑤ 平成17年８月 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録が無い。

賞与明細書等は保管していないが、申立期間に賞与を支給され厚生年金保険料が控除

されていたと思うので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額について申し立てているが、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であ

ることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立人の給与振込銀行から提出された普通預金元帳により、Ａ社から、申立期間にお

いて毎月の給与を上回る金額が振り込まれていることが確認できることから、申立期間

において賞与の支払があったことが推認できる。 

また、申立期間③から⑤までについて、Ａ社から市町村に提出された申立人に係る平

成16年及び17年の給与支払報告書により、当該期間の賞与から社会保険料等が控除さ



  

れていることが認められる上、複数の同僚が保管している賞与明細書並びに申立人の賞

与振込額、厚生年金保険料、健康保険料、雇用保険料及び所得税の率により、当該賞与

に係る厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる。 

したがって、当該期間に係る標準賞与額については、上記賞与振込額及び給与支払報

告書等から判断すると、申立期間③は35万円、申立期間④及び⑤はそれぞれ30万円と

することが妥当である。 

次に、申立期間①及び②について、給与支払報告書は保存期限経過により廃棄されて

いるものの、上記普通預金元帳によると、申立人の当該期間における賞与振込額は申立

期間③と同額であり、厚生年金保険料、健康保険料、雇用保険料及び所得税の率につい

ても申立期間③と同じであること、複数の同僚が保管する賞与明細書により、申立期間

①及び②の賞与から厚生年金保険料を控除されていたことが確認できることから、申立

人は、当該期間にＡ社から申立期間③と同額の賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立期間①及び②に係る標準賞与額については、35 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立期間の賞与支給日については、上記普通預金元帳において確認できる振込

日から、平成15年８月11日、同年12月17日、16年８月10日、同年12月15日及び

17年８月10日とすることが妥当である。 

また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主から回答は得られなかったが、事業主が申立期間における計５回の賞与支払届を提出

したにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録しなかったとは考え難いこ

とから、事業主は当該賞与支払届を提出しておらず、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



  

東京厚生年金 事案24027 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における標準報酬月額の記録は、事後訂正の結果 17 万円とされて

いるところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年金額

の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正前の 16 万円とされているが、申立期間の標準

報酬月額は 17 万円であると認められることから、当該記録を取り消し、申立人の申立

期間の標準報酬月額に係る記録を17万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年３月１日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、Ｂ厚生年

金基金の加入員記録における標準給与と相違していることが分かった。同社は年金事

務所に事後訂正の届出を行ったが、申立期間の訂正記録は年金の給付に反映されない

ので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に

ついて、当初、16 万円と記録されていたところ、申立期間に係る保険料の徴収権が時

効により消滅した後の平成24 年８月 31 日付けで 17 万円に訂正されたが、厚生年金保

険法第 75 条本文の規定に基づき、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、当該訂

正後の標準報酬月額（17 万円）ではなく、当該訂正前の標準報酬月額（16 万円）とさ

れている。 

一方、Ａ社から提出された申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書によると、事業主は社会保険事務所（当時）に資格取得時の

報酬月額16万6,000円、標準報酬月額16万円と届け出ていることが確認できるが、当

該報酬月額に見合う標準報酬月額は 17 万円であるところ、社会保険事務所は当該届出

の記載内容を十分確認することをせず、標準報酬月額を 16 万円に決定したものと認め

られる。 

また、申立人に係る厚生年金基金加入員資格取得および標準給与決定通知書は、上記

通知書を複写したものであることが確認できるところ、事業主がＢ厚生年金基金に届け



  

出た標準報酬月額について、当初、16 万円と記載されていたものが、同基金において

17 万円に訂正され、平成６年４月 18 日付けの確認印が押されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間における標準報酬月額は 17 万円で

あるにもかかわらず、社会保険事務所は、事務処理誤りにより、標準報酬月額を 16 万

円に決定したことが認められることから、申立人の申立期間における標準報酬月額を

17万円に訂正することが必要である。 



  

東京厚生年金 事案24029 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②のうち、平成４年１月 21 日から同年４月１日までの期間について、申立

人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は同年１月 21 日、資格喪失日は

同年４月１日であると認められることから、当該期間の資格取得日及び資格喪失日に係

る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、41万円とすることが妥当である。 

また、申立人の申立期間④に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）

に届け出た標準報酬月額であったことが認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を、平成４年５月から同年９月までは47万円、同年10月から５年２月まで

は41万円に訂正することが必要である。 

さらに、申立人のＢ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成５年６月

１日であると認められることから、申立期間⑤の資格喪失日に係る記録を訂正すること

が必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、41万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年５月１日から62年９月１日まで 

② 平成３年11月21日から４年４月１日まで 

③ 平成４年４月１日から同年５月１日まで 

④ 平成４年５月１日から５年３月31日まで 

⑤ 平成５年３月31日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間①、移籍した時期及び戻った時期は記憶に無い

が、Ｃ社及びＡ社に勤務した申立期間②、Ｂ社に勤務した期間のうち申立期間③及び

⑤の厚生年金保険の加入記録が無い。各事業所に勤務していたことは確かなので、各

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

また、Ｂ社に勤務した期間のうち、申立期間④の厚生年金保険の標準報酬月額が当

時の給与と比べ低くなっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②について、雇用保険の加入記録によると、申立人は、当該期間のうち、平

成３年12月１日から４年１月31日まではＣ社において、また、同年２月３日から同年



  

３月31日まではＡ社において勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人は、平成３年11月21日にＡ社において厚生

年金保険の被保険者資格を喪失後、４年１月 21 日に再度同社において被保険者資格を

取得しているが、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった同年１月 31 日より後

の同年４月７日付けで、当該資格取得日が遡及して取り消されていることが確認できる

上、同日付けで、申立人と同様に資格取得日が遡及して取り消されている元従業員が一

人、資格喪失日が遡及して同年１月 31 日とされている元従業員が複数人確認できるほ

か、当該資格取得日が取り消された元従業員については、申立期間②に係るＣ社及びＡ

社における雇用保険の加入記録が申立人と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社が加入していたＤ厚生年金基金から提出された申立人に係る加入員記録に

よると、オンライン記録と同様に、平成３年11月21日に加入員資格を喪失後、４年１

月 21 日に再度同社において加入員資格を取得していることが確認できる。このことに

ついて、同基金の担当者は、「申立人が同年１月 21 日に同社に再入社した際の加入員

記録は、同年６月に取り消されている。取り消された経緯など当時の詳細な理由は不明

であるが、同社は同年１月 31 日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、同月

得喪になることから、記録が取り消されたものと思われる。また、厚生年金保険の被保

険者記録が申立人と全く同じになっている元従業員は、当基金の加入員記録についても

同様であることが確認できる。」旨供述している。 

さらに、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記資格取得日の遡及取消処理

日である平成４年４月７日において、同社は法人事業所であることが確認できることか

ら、申立期間②において厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたもの

と認められる。 

加えて、上記登記簿謄本によると、申立人がＡ社の役員であったことを確認すること

はできず、同社の複数の元従業員は、「申立人は正社員で、Ｅ開発を担当していた。」

旨供述していることから判断すると、申立人は、当該資格取得日の遡及取消処理に関与

していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、Ａ社において、申立期間②のうち、平成４

年１月21日から同年３月31日まで勤務していたことが認められ、社会保険事務所にお

いて、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後に、当該資格取得日の遡及取消

処理を行う合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、

申立人の同社における資格取得日を同年１月 21 日、資格喪失日を同年４月１日に訂正

することが必要である。 

また、平成４年１月から同年３月までの標準報酬月額については、当該資格取得日の

遡及取消処理前のオンライン記録から、41万円とすることが妥当である。 

申立期間④について、オンライン記録によると、申立人のＢ社における標準報酬月額

は、当初、資格取得時（平成４年４月）は47万円、定時決定時は41万円であったとこ

ろ、平成５年３月 18 日付けで、遡って９万 8,000 円に減額訂正されていることが確認

できる。 



  

また、オンライン記録によると、申立人と同様に、平成５年３月 18 日付けで標準報

酬月額が遡って減額訂正されている者が複数確認できる。 

このことについて、当該期間にＢ社の社会保険事務を代行していた社会保険労務士は、

「同社には社会保険料の滞納があり、事業主が社会保険事務所に呼び出され、保険料を

払えない場合は標準報酬月額を減額するよう求められたことを記憶している。」旨供述

している。 

また、Ｂ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、申立人は同社の取締役であったこ

とが確認できるが、同社の元従業員は、「当時、経理及び社会保険事務の権限は社長に

あり、申立人はＥ開発の責任者の一人であったが、厚生年金保険事務には関与していな

いと思う。」旨供述し、上記社会保険労務士も、「同社の社長の指示で社会保険事務手

続を行っていた。」旨供述していることから判断すると、申立人は、上記標準報酬月額

の遡及減額訂正に関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、平成５年３月 18 日付けで

行われた上記標準報酬月額の遡及減額訂正処理は事実に即したものとは考え難く、社会

保険事務所が行った当該処理に合理的な理由は無く、有効な記録訂正があったとは認め

られないことから、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た、４年５月から同年９月までは47万円、同年10月から５年２月までは

41万円に訂正することが必要である。 

申立期間⑤について、雇用保険の加入記録によると、申立人は、当該期間において、

Ｂ社に勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、申立人のＢ社における資格喪失日について、当初、

平成５年６月１日とされていたところ、６年５月 17 日付けで、同社が厚生年金保険の

適用事業所でなくなった日と同じである５年３月 31 日に遡及訂正されていることが確

認できる。 

また、オンライン記録によると、申立人と同様に、平成６年５月 17 日付けで、資格

喪失日を５年３月31日に遡及訂正されている者が複数確認できる。 

さらに、上記登記簿謄本によると、申立期間⑤において、Ｂ社は法人事業所であるこ

とが確認できることから、厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたも

のと認められる。 

加えて、上記登記簿謄本によると、申立人は、Ｂ社の取締役であったことが確認でき

るが、上述のとおり、同社の元従業員及び同社の社会保険事務を代行していた社会保険

労務士の供述から、申立人は、上記資格喪失日の遡及訂正処理に関与していないと判断

される。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、Ｂ社が厚生年金保険の適用

事業所でなくなった後に、申立人に係る資格喪失日を遡及訂正したことに合理的な理由

は無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の同社における資

格喪失日を、事業主が社会保険事務所に当初届け出た平成５年６月１日に訂正すること

が必要である。 



  

また、申立期間⑤の標準報酬月額については、申立人に係る上記訂正後の平成５年２

月の標準報酬月額から、41万円とすることが妥当である。 

申立期間①について、雇用保険の加入記録により、申立人が、当該期間のうち、昭和

61年10月１日からＡ社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は昭和 62 年９月１日に厚生年金保険

の適用事業所となっており、申立期間①は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、申立人及び複数の元従業員は、当該期間における給与明細書等を保有していな

い上、元従業員の一人は、「Ａ社では厚生年金保険に加入するまでは給与から保険料は

控除されていなかった。」旨供述している。 

さらに、Ａ社の元事業主は、「当時の資料を保管しておらず、詳細は不明である。」

旨供述しており、申立人の当該期間における厚生年金保険の取扱いについて確認するこ

とができない。 

申立期間②のうち、平成３年 11 月 21 日から４年１月 21 日までの期間について、上

述のとおり、雇用保険の加入記録によると、申立人が、３年 12 月１日からＣ社に勤務

していたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｃ社は平成４年２月１日に厚生年金保険の

適用事業所となっており、当該期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、申立人及び申立人と厚生年金保険及び雇用保険の被保険者記録が一致している

ことが確認できる上記元従業員は、当該期間における給与明細書等を保有しておらず、

保険料控除を確認することができない。 

さらに、Ｃ社の元事業主からは照会の回答が得られず、申立人の当該期間における厚

生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

申立期間③について、雇用保険の加入記録により、申立人が、当該期間において、Ｂ

社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は平成４年５月１日に厚生年金保険の

適用事業所となっており、当該期間は適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、申立人及び複数の元従業員は、当該期間における給与明細書等を保有しておら

ず、保険料控除を確認することができない。 

さらに、Ｂ社の元事業主は、「当時の資料を保管しておらず、詳細は不明である。」

旨供述しており、申立人の当該期間における厚生年金保険の取扱いについて確認するこ

とができない。 

このほか、申立人の申立期間①、申立期間②のうち、平成３年11月21日から４年１

月 21 日までの期間及び申立期間③における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24030（事案2864の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成６年３月 28 日で

あると認められることから、資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成５年５月から６年２月までの標準報酬月額については、30 万円とするこ

とが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年２月１日から同年４月12日まで 

             ② 平成５年５月１日から６年３月頃まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、平成５年５月１日から６年９月頃までの厚生年金

保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に申し立てたが、記録を訂正できないとの通

知を受けた。今回新たに、銀行の普通・貯蓄預金補助元帳における同社からの給与振

込記録を提出するので、再度調査して申立期間②を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。また、当該元帳から、５年４月 12 日より前から同社に勤めていた

ことを思い出したので、申立期間①についても厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②に係る申立てについて、申立人は、当該期間を含む平成５年５月１日から

６年９月頃までＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していた旨申し立てたところ、雇用

保険の記録から、申立人が当該期間のうち、同年７月 31 日まで同社に勤務していたこ

とは確認できるものの、ⅰ）同社は５年５月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくな

っていること、ⅱ）申立人は同年５月から国民年金に加入していることが確認できるこ

と、ⅲ）申立人は、「事業主から、厚生年金保険を打ち切るので国民年金に加入するよ

うに言われて区役所へ行った記憶がある。」旨供述しているほか、元同僚も、「会社か

ら、給与から控除した厚生年金保険料を従業員に返金するので、従業員自身で国民年金

に加入するように言われた。」旨供述していることなどから、既に当委員会の決定に基

づき21年７月15日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、「今回新たに、銀行の普通・貯蓄預金補助元帳

におけるＡ社からの給与振込記録を提出するので、再度調査して申立期間②を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。また、当該元帳から、平成５年４月 12 日よ

り前から同社に勤めていたことを思い出したので、申立期間①についても厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。」旨主張している。 



  

申立期間②について、雇用保険の加入記録及び申立人から提出のあった銀行の普通・

貯蓄預金補助元帳におけるＡ社からの給与振込記録により、申立人は、当該期間を含む、

平成５年４月12日から６年７月31日まで同社に勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、申立人について、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった平成５年５月１日より後の６年３月 28 日付けで、遡って申立人に係る資

格喪失日を５年５月１日とする処理が行われている上、事業主を含む全ての元従業員に

ついても、６年３月28日付けで、遡って資格喪失日を５年３月31日又は同年５月１日

とする処理が行われているほか、事業主については、標準報酬月額も遡及減額訂正され

ていることが確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業・法人登記簿謄本によると、上記資格喪失処理日であ

る平成６年３月 28 日において、同社は法人事業所であることが確認できることから、

申立期間②当時、厚生年金保険法の適用事業所としての要件を満たしていたと判断され

る。 

また、上記登記簿謄本によると、申立人がＡ社の取締役であることは確認できない上、

事業主は、「申立期間②当時、業界全体が不況となり、当社の売上げも減少して経営状

態は悪化し社会保険料も滞納していた。代表取締役として代表者印は自分が保管してお

り、社会保険事務所（当時）との折衝も自分が行っていた。」旨供述していることから

判断すると、申立人は、上記資格喪失処理に関与していなかったと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、Ａ社が厚生年金保険の適用

事業所でなくなった後に、上記資格喪失処理を行う合理的な理由は無く、当該処理に係

る記録は有効なものとは認められないことから、申立人の同社における資格喪失日を当

該処理日である平成６年３月28日に訂正することが必要である。 

なお、平成５年５月から６年２月までの標準報酬月額については、申立人のＡ社にお

ける５年４月のオンライン記録から、30万円とすることが妥当である。 

申立期間①について、上記給与振込記録によると、平成５年４月１日付けでＡ社から

給与の振込があったことが確認できることから、入社時期は特定できないが、申立人が

同日以前より同社に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、上記給与振込記録から、平成５年３月分の給与について、厚生年金保

険の加入記録が確認できる同年４月分の給与より社会保険料相当分が多く振り込まれて

いると考えられるところ、事業主は、「当時の関係資料は残っていないが、当社には試

用期間があり、厚生年金保険料は入社日より２か月から３か月後に控除していた。」旨

供述している上、申立人と同日に被保険者資格を取得した元従業員についても試用期間

はあったとしている。 

また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間①において、国民年金に加入し、

当該保険料を納付していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24031 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日に

係る記録及び同社Ｄ研究所（現在は、Ａ社Ｅ研究所）における資格取得日に係る記録を、

それぞれ昭和31年10月１日に訂正し、同年９月の標準報酬月額を１万6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 31 年９月の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和31年９月29日から同年10月１日まで 

             ② 昭和31年10月１日から同年10月４日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、同社Ｃ工場に勤務していた申立期間①及び同社Ｄ研究

所に勤務していた申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間当時、同社

に継続して勤務し、給与から保険料が控除されていたはずなので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びにＢ社から提出された申立人に係る労働者名簿及び厚生年金

保険被保険者台帳並びに同社人事担当者及び申立期間に申立人と共に異動したとする元

同僚の供述から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和31年10月１日に同

社Ｃ工場から同社Ｄ研究所に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場における昭和 31

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについて不明としているが、申立期間①及び②に係る上

記被保険者台帳において、申立人に係る資格喪失日が昭和31年９月29日、資格取得日

が同年10月４日と記録されていることから、事業主は同年９月29日をＡ社Ｃ工場にお

ける資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



  

東京厚生年金 事案24033 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格喪失日に係る記録を昭和

39年11月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を２万6,000 円とすることが必要

である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社Ｂ営業所における資格取得日に係る記録を

昭和40年４月30日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を２万6,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年10月25日から同年11月１日まで 

                          ② 昭和40年４月30日から同年５月１日まで 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和 36

年３月に同社に入社しＣ出張所に配属され、その後、出張所間の異動はあったが、継

続して同社に勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録並びにＡ社から提出された申立人に係る

従業員台帳及び従業員名簿並びに同社の回答から判断すると、申立人は、申立期間①

において同社に継続して勤務し、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人は、申立期間①当時、Ａ社Ｄ支店ではなく、同社Ｃ出張所に勤務して

いた旨供述しているところ、オンライン記録によると、同社同出張所が厚生年金保険

の適用事業所となったのは昭和39年11月１日であることが確認でき、申立期間①に

ついて、申立人は引き続き同社Ｂ営業所において被保険者となるべきであったと考え



  

られることから、申立人の同社同営業所における資格喪失日を同日とすることが相当

である。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所における昭和

39年10月の定時決定に係る社会保険事務所（当時）の記録から、２万6,000 円とす

ることが妥当である。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録並びにＡ社から提出された申立人に係る

従業員台帳及び従業員名簿並びに同社の回答から判断すると、申立人は、同社に継続

して勤務し（昭和40年４月30日に同社Ｃ出張所から同社Ｅ出張所に異動）、申立期

間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ営業所における昭和

40年５月の社会保険事務所の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。 



  

東京厚生年金 事案24034 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る

記録を昭和37年10月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を２万6,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を昭和

39年１月31日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を２万8,000 円とすることが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和37年９月30日から同年10月１日まで 

② 昭和39年１月31日から同年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうちの申立期間①及びＢ社に勤務した期間のうちの申立期間

②の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和 37 年頃にＡ社からＣ社（現在は、Ｂ社）

に出向又は移籍し、その後、同社の関連会社であるＢ社に異動したが、継続して勤務

していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行っ

たものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ｂ社から提出された申立人に係る従業員カードによると、申

立人は、昭和 36 年２月にＡ社に入社後、37 年６月 15 日にＣ社の嘱託社員となり、

同年 10 月１日に正社員となったことが確認できることから、申立人は、申立期間①

に同社において嘱託社員として継続して勤務していたことが確認できる。 



  

また、上記従業員カードにおいて確認できる嘱託社員であった期間は、Ａ社におい

て厚生年金保険に加入していることが確認できる上、当該従業員カードにおける正社

員としての入社日、申立人のＣ社における厚生年金保険及び雇用保険の資格取得日に

ついて、いずれも昭和37年10月１日であることが確認できる。 

さらに、Ｂ社から提出された資料によると、同社は昭和 37 年７月にＡ社の経営を

引き受けていることが確認できることから、申立期間①当時、同社はＢ社の関連会社

であったことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、Ｂ社は、申立人がＣ社において嘱託社員として勤務

していた期間について、Ａ社で厚生年金保険に加入させる取扱いをしていたことが推

認でき、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 37 年８

月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は保険料を納付したか否かについて不明としているが、事業主が資格喪失日を昭

和 37 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年９月 30

日と誤って記録することは考え難いことから、事業主は同日を厚生年金保険の資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険料につ

いて納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録及び上記従業員カードから判断すると、

申立人は、Ｂ社に継続して勤務し（昭和39年１月31日にＣ社からＢ社に異動）、申

立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＢ社における昭和 39 年２

月の社会保険事務所の記録から、２万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は保険料を納付したか否かについて不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 

 



  

東京国民年金 事案13590（事案5916、8374及び11190の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和52年４月から56年８月までの期間及び58年８月から61年３月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年４月から56年８月まで 

② 昭和58年８月から61年３月まで 

    私は、昭和 52 年３月に国民年金に任意加入し、61 年４月に第３号被保険者に

なるまで国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保険料は、最寄りの区役所

出張所又は郵便局で納付していた。申立期間①のうち 56 年６月から同年８月ま

での期間が国民年金に未加入とされ、申立期間①のうち52年４月から56年５月

までの期間及び申立期間②の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、保険料の

納付額等の記憶が明確でなく、申立人が所持する国民年金手帳には、申立期間①途

中の昭和56年６月18日に国民年金の任意加入資格を喪失したと記載されているな

ど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらないとして、既に当委員会の決定に基づき平成21 年 10 月 28 日付けで年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対して、申立人は再申立てを行い、当初の審議結果に納得できないと説明

しているが、新たな関連資料、参考情報等の提出は無く、その他に委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないとして、平成22年９月８日及び23年

６月22日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、審議結果に納得できないとして四度目の申立てを行っているが、

委員会の当初の決定を変更するに足りる新たな関連資料の提出が申立人から無い上、

申立人は、申立期間①のうち昭和 56 年６月から同年８月までの未加入期間につい

て、本申立て後に夫と相談した結果、当該期間に係る被保険者資格の喪失及び再取



  

得の手続は、自身で行ったと思うとしている。 

このほか、申立人の希望により実施した口頭意見陳述においても、申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる新たな事情の説明や資料の提出も

無いなど、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13591 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成14年11月、15年11月から16年３月までの期間及び17年４月の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成14年11月 

② 平成15年11月から16年３月まで 

             ③ 平成17年４月 

    私は、国民年金保険料の納付書が届けば必ず保険料を納付していた。手元に未

使用の納付書が残っていないため、保険料は全て納付し、未納は無いはずである。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立て当初、当該期間前後の期間を含め国民年金保

険料を納付書により納付していたと説明していたが、申立人が取引していた金融機関の

預金取引明細表には、当該期間前後の期間の保険料が口座振替により納付されている記

録があり、説明と相違している上、当該期間の保険料は残高不足のため２か月連続して

振替が行われなかったことが確認でき、この場合、当該期間に係る口座振替不能通知書

及び納付書が申立人に送付されることとなるが、申立人は、納付書が届けば保険料を納

付していると説明するにとどまり、口座振替不能通知書等を受け取った記憶は無いとし

ており、当該期間の保険料の納付方法に関する記憶が明確でない。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該期間中の平成16年２月頃にＡ市からＢ市へ転居

したとしているところ、戸籍の附票では同市への転入時期は同年５月であることが確認

できることから、同年２月頃から同年５月頃までは転居前のＡ市の住所に納付書等が届

いている可能性が考えられるものの、申立人は、同市からの納付書の受け取りや、同市

での当該期間の保険料の納付についての記憶及びＢ市転入後の当該期間の保険料納付に

係る記憶が明確でない。 

３ 申立期間③については、当該期間の保険料が時効後に納付されたことを理由に過誤納

とされ、平成19年６月11日に、17年５月の保険料に充当されていることがオンライン記



  

録により確認できる上、申立人は、申立て当初、当該期間の保険料をＣ市で納付したと

説明しているが、戸籍の附票では同市に住所を移動していないことが確認できることか

ら、申立人に対して同市を管轄する社会保険事務所（当時）から保険料の納付書が送付

され、申立人が当該期間の保険料を納付したとは考え難い。 

４ このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。なお、申立期間はいずれも平成14年度以降の期間であり、14

年４月からは保険料収納事務が国に一元化され、年金記録に収録される納付データは、

基本的に保険料を収納した金融機関等から電磁的データをもって収録されていることか

ら、申立期間において記録漏れや記録誤り等が生じる可能性は極めて低いと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断する

と、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはでき

ない。 



  

東京国民年金 事案13592 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 10 月から３年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年10月から３年３月まで 

私の母は、大学生の国民年金への加入が強制加入となった平成３年に私の国民

年金の加入手続を行い、加入当初に私の 20 歳までの国民年金保険料を遡って納

付し、その後も大学を卒業するまでの保険料を納付してくれた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与しておらず、加

入手続を行い、保険料を納付していたとする申立人の母親から当時の納付状況等を

聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成３年５月頃に払い出されており、

申立人が初めて国民年金の被保険者となった日は同年４月１日であることが申立人

の所持する年金手帳及びオンライン記録で確認できるとともに、申立人は、申立期

間当時、大学生であったとしていることから、申立期間は、国民年金の任意加入適

用期間の未加入期間となり、当該払出時点では、制度上、保険料を納付することが

できない期間である上、申立人は現在所持する年金手帳以外の手帳を受け取った記

憶は無く、申立人に別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人の母親が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13593 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月 

私は、平成４年２月途中に会社を退職したので、区出張所で私の国民年金への

切替手続と妻の種別変更手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、厚生年金保険適用事業所を退職する都度、厚生年金保険から国民年金

への切替手続とともに、区の国民健康保険への加入手続も行ったとしているが、申

立人夫婦が平成元年８月から居住している区によると、申立人夫婦に係る国民健康

保険の加入記録として、同年10 月 16 日から２年２月２日までの期間、７年12 月

11 日から８年２月２日までの期間及び 15 年８月 26 日以降の期間については確認

できるものの、申立期間に係る加入記録は無いとしており、申立人の説明と相違し

ている。 

また、申立人は、自身の国民年金の手続の際に妻の国民年金の手続も一緒に行っ

たとしているが、申立人の妻の申立期間に係る平成４年２月 21 日の第３号被保険

者から第１号被保険者への種別変更処理及び同年３月２日の第１号被保険者から第

３号被保険者への種別変更処理は、申立期間直後の第３号被保険者の特例に係る届

出が行われた８年１月であることがオンライン記録により確認でき、申立人の説明

とは相違しているほか、当該届出時点では、申立期間の国民年金保険料は時効によ

り納付することができない。 

さらに、申立人は、厚生年金保険から国民年金への切替手続の際には必ず夫婦二

人分の年金手帳を持参したとしているが、申立人が所持する年金手帳には申立期間

の資格記録に係る記載が無い上、申立人の妻の年金手帳に記載された申立期間の資

格記録は、申立期間後の平成７年12月11日の種別変更手続の際に記載されたもの



  

とうかがわれるなど、申立人が申立期間当時に厚生年金保険から国民年金への切替

手続を行ったとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13594 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年２月 

私の夫は、平成４年２月途中に会社を退職したので、区出張所で夫の国民年金

への切替手続と私の種別変更手続を行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付し

てくれた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫は、自身が厚生年金保険適用事業所を退職する都度、申立人の第３号

被保険者から第１号被保険者への種別変更処理とともに、区の国民健康保険への加

入手続も行ったとしているが、申立人夫婦が平成元年８月から居住している区によ

ると、申立人夫婦に係る国民健康保険の加入記録としては、同年10月16日から２

年２月２日までの期間、７年 12 月 11 日から８年２月２日までの期間及び 15 年８

月 26 日以降の期間については確認できるものの、申立期間に係る加入記録は無い

としており、申立人の夫の説明と相違している。 

また、申立人の夫は、自身の国民年金の手続の際に申立人の国民年金の手続も一

緒に行ったとしているが、申立人の申立期間に係る平成４年２月 21 日の第３号被

保険者から第１号被保険者への種別変更処理及び同年３月２日の第１号被保険者か

ら第３号被保険者への種別変更処理は、申立期間直後の第３号被保険者の特例に係

る届出が行われた８年１月であることがオンライン記録により確認でき、申立人の

夫の説明とは相違しているほか、当該届出時点では、申立期間の国民年金保険料は

時効により納付することができない。 

さらに、申立人の夫は、自身の厚生年金保険から国民年金への切替手続の際には

必ず夫婦二人分の年金手帳を持参したとしているが、申立人の年金手帳に記載され

た申立期間の資格記録は、申立期間後の平成７年12月11日の種別変更手続の際に

記載されたものとうかがわれる上、申立人の夫が所持する年金手帳には申立期間の



  

資格記録に係る記載が無いなど、申立人の夫が申立期間当時に厚生年金保険から国

民年金への切替手続を行ったとは考え難い。 

加えて、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13596 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50 年５月、同年６月、51 年９月から 52 年１月までの期間、同年

３月から同年８月までの期間、53 年４月から同年７月までの期間、55 年２月、60

年10月から61年５月までの期間、62年４月から同年10月までの期間、平成元年

４月から同年10月までの期間及び２年６月から同年11月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和50年５月及び同年６月 

             ② 昭和51年９月から52年１月まで 

             ③ 昭和52年３月から同年８月まで 

             ④ 昭和53年４月から同年７月まで 

             ⑤ 昭和55年２月 

             ⑥ 昭和60年10月から61年５月まで 

             ⑦ 昭和62年４月から同年10月まで 

             ⑧ 平成元年４月から同年10月まで 

             ⑨ 平成２年６月から同年11月まで 

    私の母は、私が 20 歳になった頃に私の国民年金の加入手続を行い、国民年金

保険料を納付してくれていたはずである。私は、会社を退職するたびに厚生年

金保険から国民年金への切替手続を行った記憶は無いが、20 代後半からは、区

役所で言われたとおりに保険料を納付していた。私が所持している昭和 62 年の

確定申告書及び平成２年の修正申告書には、いずれも国民年金の記載があるこ

とから、納付期間は分からないが、保険料を納付していた。また、平成５年２

月には、年金住宅融資制度を利用してＡ協会に融資を申し込み、同年 10 月に融

資を受けたが、融資額からみて、私の被保険者期間は 20 年以上あったはずであ

るため、申立期間に未納があるはずはなく、申立期間の保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

 



  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人が 20 歳になった頃に母親が申立人の国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付していたと説明しているが、申立人は、国民年金の加入

手続に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してい

たとする母親から当時の状況等を聴取することができないため、当時の状況は不明

である。 

また、申立人は、20 代後半からは自身で保険料を納付していたと主張している。

しかし、申立人には、申立期間に係る厚生年金保険から国民年金への切替手続、保

険料の納付時期、納付場所及び納付金額等の納付状況等に関する記憶は無く、オン

ライン記録によると、申立期間の全ては、平成５年２月の記録整備において追加さ

れた未納期間であり、当該記録整備前は国民年金の未加入期間として管理されてい

たことから、制度上、保険料を納付することができない期間である上、当該記録整

備時点においても、時効により保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人は、自身が所持している「62 年分の所得税の確定申告書」及び

「平成２年分の所得税の修正申告書」には国民年金の保険料納付額が記載されてい

ることから、納付期間は不明だが、当時、国民年金の保険料を納付したことの証
あかし

だと主張している。しかし、申立人は、当該確定申告書及び修正申告書に記載され

ている国民年金保険料額について、その納付期間や納付場所等の記憶が無いため、

納付したとする期間を特定することができないほか、修正申告書に記載されている

国民年金保険料額は、当時納付することができる保険料単価では該当できない金額

である上、上記のとおり、当時は国民年金の未加入期間であるため、国民年金保険

料を納付することができない期間であることを前提にすると、申立期間のうちの一

部期間の国民年金保険料を納付していたと判断することはできない。 

加えて、申立人は、平成５年２月 26 日に年金住宅融資制度による融資申込みを

Ａ協会に申し込んだが、当該申込み時点で厚生年金保険被保険者期間と国民年金保

険料納付済期間の合計期間（以下「合計被保険者期間」という。）が 20 年以上で

あったことから、当該融資申込みが一般分融資金額 780 万円、特別分融資金額 550

万円として行え、当該金額と同一金額が同年８月３日に融資決定されたのであり、

申立期間に未納があるはずはないと主張している。しかし、当該年金住宅融資に係

る債権管理回収業務を承継しているＢ機構の資料から、申立人の上記融資申込日及

び融資決定日における年金住宅融資制度の融資基準並びに融資金額等を確認したと

ころ、融資申込み時点での融資基準は、一般分融資金額の上限額が760万円（合計

被保険者期間 15 年以上）であり、申立人が主張する申込金額 780 万円では当時の

一般分融資金額の上限額を超過しており、当時の年金住宅融資制度とは相違する。

また、申立人の融資決定日は５年８月３日であり、同年４月 22 日改正の融資基準

に基づき、被保険者期間 10 年以上の者に対する融資限度額（一般分 780 万円、特

別分770万円）により、一般分融資金額780万円、特別分融資金額550万円が申立

人に対して融資決定されたこと、及び当該融資決定日時点において申立人の合計被



  

保険者期間が 10 年以上あったことを確認できる以外に、申立人の主張する合計被

保険者期間が20年以上あったことをうかがうことはできない。 

このほか、申立人の希望により実施した口頭意見陳述において、申立人は、年金

住宅融資の申込日当時に合計被保険者期間が 20 年以上あったとの主張を繰り返し

ているが、申立期間の保険料について、申立人又は申立人の母親が納付していたこ

とをうかがわせる事情の説明や新たな資料の提出は無い上、申立人の主張する申立

人の合計被保険者期間が20年以上あったとことを裏付ける資料の提出もない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13597 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 52 年 12 月から 53 年６月までの期間、54 年１月から 55 年３月ま

での期間、同年10月から59年２月までの期間及び同年８月から平成２年９月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年12月から53年６月まで 

             ② 昭和54年１月から55年３月まで 

             ③ 昭和55年10月から59年２月まで 

             ④ 昭和59年８月から平成２年９月まで 

私は、会社を退職後、国民健康保険と同時に国民年金の加入手続を行い、納付

書が送付されてきた都度、国民年金保険料を納付していたが、納付していなかっ

た期間があったため、昭和 59 年２月の転居後に保険料納付の督促を受け、その

時点で納付することができる期間の保険料を一括納付した。その後は、納付書が

送付される都度、その月末には保険料を納付していた。59 年以外の期間に保険

料納付の督促を受けた記憶は無く、申立期間の保険料が未納とされていることに

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の国民年金手帳の記号番号は、当該期間より後の昭

和55年６月19日に払い出されており、申立人の国民年金の加入手続は、この頃に

行われたものと推認される上、オンライン記録によると、平成３年５月 29 日にお

いて、申立人の資格取得日が昭和54年１月７日から52年12月14日に訂正されて

いることが確認できることから、当該資格取得日の訂正以前は、当該期間は国民年

金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間で

あった。また、当該期間当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されてい

た形跡は見当たらない。 

申立期間②について、上記加入手続時点において、当該期間の保険料は過年度納

付することは可能であるが、申立人は、過年度保険料の納付書発行の申出を行った



  

記憶が無く、保険料の納付時期、納付場所、納付額等の具体的な納付状況に関する

記憶も明確ではない。 

申立期間③について、申立人は、昭和 59 年２月の転居後に保険料納付の督促を

受け、その時点で納付することができる期間の保険料を一括して納付したと述べて

いる。しかしながら、申立人は、保険料を遡って納付したとする期間やその納付額

及び保険料を納付することができなかったとする期間の記憶が明確ではない。また、

申立人の戸籍の附票によると、55 年７月にＡ区、56 年３月にＢ区、59 年２月にＣ

区、61 年 11 月にＤ区に転居していることが確認できるが、オンライン記録による

と、平成３年５月において、Ｂ区から直接Ｄ区に住所変更している記録となってお

り、保険料を遡って納付したとする 59 年２月に転居したＣ区への住所変更記録が

無いことから、Ｃ区において、申立人に対して納付書が発行されていたとは考え難

い。 

申立期間④について、申立人の戸籍の附票によると、申立人は、昭和 59 年２月

にＢ区からＣ区に転居していることが確認できるが、オンライン記録によると、61

年 11 月に転居したＤ区への住所変更が平成３年５月に記録されていることから、

国民年金の記録管理上、昭和 59 年２月から平成３年５月までの期間は、申立人の

住所は把握されていないため、Ｃ区及びＤ区において、申立人に対して納付書が発

行されておらず、当該期間の保険料を納付することができなかったと考えられる。 

また、申立期間は４か所で合計137か月であり、申立人の手帳記号番号払出後に

おいても115か月となり、このような長期間にわたる保険料の納付記録が誤り続け

ることは考え難い。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13598 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和48年12月から52年12月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年12月から52年12月まで 

私の母は、私たち兄妹が 20 歳になった時にそれぞれの国民年金の加入手続を

行ってくれた。家業の業種組合の会合が毎月区の出張所で行われており、母はそ

の会合に出席した時に家族全員の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身が 20 歳になった時に母親が国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を納付してくれていたと述べている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 55 年４

月に払い出されており、オンライン記録によると、同年３月に付加保険料の申出を

行ったことが確認できることから、申立人の加入手続は同年３月頃に行われたと考

えられ、申立人の母親が加入手続を行ったとする時期と相違する。 

また、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 55 年４月は、第３回特例納付

実施期間であり、申立期間は特例納付により保険料を納付することが可能であるが、

申立人及びその母親は、申立期間の保険料を遡ってまとめて納付した記憶は無いと

述べている。 

さらに、申立人の母親は、申立人と同様、申立人の長兄も 20 歳から保険料を納

付していたと述べているが、長兄の手帳記号番号は、長兄が 27 歳になっている昭

和54年２月に払い出されている上、オンライン記録によると、長兄が20歳になっ

た46年＊月から51年12月までの保険料は未納となっていることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は上記手帳記号番号が記載された年金手帳を１冊所

持しているが、ほかの手帳を所持したことはないと述べており、申立期間当時、申



  

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当

たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13599 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和56年６月から58年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年６月から58年３月まで 

私の母は、私たち兄妹が 20 歳になった時にそれぞれの国民年金の加入手続を

行ってくれた。家業の業種組合の会合が毎月区の出張所で行われており、母はそ

の会合に出席した時に家族全員の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親は、申立人が 20 歳になった時に申立人の国民年金の加入手続を行

い、申立人の国民年金保険料を納付していたと述べている。 

しかしながら、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 59 年７

月に払い出されており、申立人の加入手続はこの頃に行われたと考えられ、申立人

の母親が加入手続を行ったとする時期と相違する。 

 また、申立人の手帳記号番号が払い出された昭和 59 年７月時点で、申立期間の

うち 57 年４月以降の保険料は過年度納付することが可能であるが、申立人の母親

は、申立期間の保険料を遡ってまとめて納付した記憶は無いと述べているほか、オ

ンライン記録によると、60 年４月において、申立期間直後の昭和 58 年度及び 59

年度の保険料を過年度納付及び現年度納付していることが確認でき、当該納付時点

では、申立期間の大部分は時効により保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人の母親は、申立人と同様、申立人の長兄も 20 歳から保険料を納

付していたと述べているが、長兄の手帳記号番号は、長兄が 27 歳になっている昭

和54年２月に払い出されている上、オンライン記録によると、長兄が20歳になっ

た46年＊月から51年12月までの保険料は未納となっていることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は上記手帳記号番号が記載された年金手帳を１冊所



  

持しているが、ほかの手帳を所持したことはないと述べており、申立期間当時、申

立人に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる形跡も見当

たらないなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京国民年金 事案13600（事案8873の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和47年６月から50年３月までの期間、56年３月から59年９月まで

の期間及び61年10月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和47年６月から50年３月まで 

② 昭和56年３月から59年９月まで 

③ 昭和61年10月 

私は、申立期間①については、20 歳の誕生月に父と一緒に区の出張所へ行き、

国民年金の加入手続を行い、学校を卒業して会社に就職するまでの国民年金保険

料を納付していた。申立期間②及び③については、前回、当該期間の記録訂正は

認められなかったが、昭和 50 年９月に会社を退職した後に厚生年金保険から国

民年金への切替手続を行い、保険料を納付していた。婚姻後も、元夫が転職する

たびに任意加入手続を行い、保険料を納付していた。申立期間②の大部分が国民

年金に未加入で、申立期間全ての保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人は、20 歳の誕生月に父親と一緒に区の出張所へ

行き、国民年金の加入手続を行ったと述べているが、戸籍謄本によると、申立人が

帰化したのは昭和48 年３月であるため、当該期間のうち 47 年６月から 48 年２月

までの期間は外国籍であったことから、国民年金の適用除外期間であり、制度上、

国民年金に加入することはできず、国民年金保険料を納付することができない期間

であった。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、当該期間後の昭和 52 年５月に申立

人の両親と連番で払い出されていることから、この時期に両親と一緒に加入手続を

行ったと考えられ、申立人の主張する加入手続の時期と相違する上、当該払出時点

では、当該期間は時効により保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



  

確定申告書等）が無く、当該期間当時、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる形跡は見当たらず、申立人が当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②に係る申立てについては、申立人が所持する年金手帳には、当該期間

について、昭和 59 年６月を除き国民年金の被保険者であったとの記載が無く、申

立人の元夫が厚生年金保険の被保険者であったことによる任意加入対象期間の未加

入期間であること、申立人は 59 年６月に係る国民年金の加入手続を行った記憶が

明確ではなく、申立人の元夫も同月の国民年金が未加入期間であること等を理由と

して、既に当委員会の決定に基づき、平成22年11月４日付けで年金記録の訂正が

必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、過去に盗難に遭い紛失したとする年金手帳

には当該期間に係る任意加入資格の得喪記録が記載されていたと主張しているが、

申立人が当該期間当時に居住していた区が作成した昭和58年11月９日現在の年度

別納付状況リストには、申立人について、当該期間に係る任意加入資格の得喪記録

は記載されておらず、当該期間の納付欄は空欄、区分欄には「フザイ」、受給欄に

は「99（受給資格期間判定処理の対象から除外）」と記載されている上、同区が作

成した国民年金被保険者名簿索引票においても、「54 年４月 13 日不在」「61 年

21 次（61 年８月頃）再取得」と記載されていることから、同区では、当該期間当

時、申立人を国民年金の不在被保険者として管理していたため、申立人に対して納

付書は発行されておらず、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

また、昭和61年10月31日において、59年７月から同年９月までの期間の保険

料が「01 済通 無資格期間納付（金融機関からの保険料の収納の通知時点で、還付

対象期間は無資格期間）」として過誤納を理由に還付決議されていることがオンラ

イン記録で確認できることから、申立人の国民年金に係る資格記録は、当該還付決

議前に申立人の元夫の厚生年金保険の加入記録を基に整備されたと考えられ、当該

還付決議時点では、56 年３月から 59 年５月までの期間及び同年７月から同年９月

までの期間は任意加入期間の未加入期間であり、制度上、保険料を納付することは

できない期間であるほか、同年６月は、時効により保険料を納付及び充当すること

ができない期間である。 

申立期間③に係る申立てについては、申立人が所持する当該期間の被保険者資格

に関する区役所からの通知文書の内容等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

き、平成22年11月４日付けで年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知

が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、区役所から通知文書が届いたので区の出張

所で言われたとおりの手続を行ったと述べているところ、申立人が所持する当該通

知文書には、平成元年 11 月４日付けで「ご主人の厚生年金の加入状況を確認しま

したら、61年10月21日付資格喪失、61年11月１日付再加入という記録ですので

61 年 11 月１日付３号Ａという届出が必要になります。」と記載されており、オン



  

ライン記録では、元年11月22日に、当該期間に係る第３号被保険者資格の得喪処

理が行われていることが確認できることから、当該期間は、申立人が同年同月に当

該期間に係る第３号被保険者資格の得喪手続を行ったことにより、第３号被保険者

期間から未納期間に変更されたと考えられ、当該得喪処理が行われる前は、第３号

被保険者期間であったため申立人に納付書は発行されておらず、当該得喪処理が行

われた時点では、既に時効により保険料を納付することができない期間である。 

今回、申立期間②及び③に係る再申立てに当たり、申立人から新たな資料の提出

は無く、申立人の主張及びこれまで収集した資料等を含めて再度検討したが、委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24019 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和25年頃から27年頃まで 

    Ａ店に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。数か月後に入店し

た同僚は、同店の勤務期間に係る厚生年金を受給していると聞いたので、申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の入店より数か月後に入店した中学校の同級生の同僚と共に、Ａ店に

勤務していたとしており、当該同僚も申立人と同店で勤務していた時期がある旨を供述

していることから、期間は特定できないが、申立人が同店に勤務していたことはうかが

える。 

しかしながら、申立人及び同僚は、Ａ店の明確な所在地、事業主名、業種等を記憶し

ておらず、申立事業所を特定することができない。 

また、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、申立期間に申立事業所

と同地区にＢ工場（昭和 29 年にＣ社に名称変更）が存在しており、その所在地と申立

人及び同僚が記憶している申立事業所付近の地理に一致する点があることから、同工場

が申立事業所である可能性がうかがえるものの、同工場は昭和 30 年３月１日に適用事

業所でなくなっている上、事業主及び同工場に係る事業所別被保険者名簿に記載された

従業員は、連絡先が不明又は死亡等で、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱い等

について確認することができない。 

さらに、当該被保険者名簿には、申立期間に、申立人、同僚及び申立人の入店を世話

したとされる従業員の氏名を確認できず、申立期間の健康保険番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



  

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案24024（事案17788の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月１日から13年11月１日まで 

Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬

月額が、実際の報酬から見て低い旨を第三者委員会に申し立てたところ、代表取締役

として自身の標準報酬月額に係る遡及減額訂正処理に関与していたことなどの理由に

より、記録の訂正を認めてもらえなかった。当該処理について、自ら関係資料数枚に

代表者印を押したのは、会社の存立が怪しい状況下で、社会保険事務所（当時）の担

当者から脅かされ、白紙書類に押印を要求されたためである。今回、新たな資料とし

て、申立期間当時の賃金台帳を提出するので、申立期間の標準報酬月額を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立期間のうち、平成９年８月から 12 年７月ま

での標準報酬月額が遡って減額訂正処理されていること、また、当該処理以降の同年８

月から13年10月までの標準報酬月額が当該処理後の標準報酬月額と一致していること

がオンライン記録から確認できるものの、ⅰ）申立人が申立期間当時、Ａ社の代表取締

役であったこと、ⅱ）同社に係る滞納処分票において、当時、厚生年金保険料の滞納が

あり、社会保険事務所から申立人に対して滞納保険料の納入を促していたこと、ⅲ）申

立人は、社会保険事務所に出向いた際、「関係資料数枚に代表者印を押した。申立期間

当時の社会保険の手続は、全て自分が担当していた。」と供述していることなどの理由

から、23 年６月８日付けで既に当委員会の決定に基づく年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

今回、申立人は、自ら関係資料数枚に代表者印を押したことについて、「会社の存立

が怪しい状況下で、社会保険事務所の担当者から脅かされ、白紙書類に押印を要求され

て、やむなく押したものです。」と主張し、また、新たな資料として、申立期間の一部



  

である平成12年及び13年における賃金台帳を提出して、再申立てを行っている。 

しかしながら、上記主張については、前回の申立てにおける申立人による「関係資料

数枚に代表者印を押した。申立期間当時の社会保険の手続は、全て自分が担当してい

た。」との供述から、申立人がＡ社の代表取締役として、自身の標準報酬月額に係る減

額訂正処理に関与していたと判断されるところ、会社の業務として行った行為の責任は

代表取締役にあることから、当該処理が有効なものではないとする主張は認められない。 

また、Ａ社の従業員は、「Ｂ社会保険事務所（当時）から、頻繁に電話が来ていたが、

経営状態が悪かったので厚生年金保険料の滞納についてのことだと思っていた。ところ

が、ある時期から電話が来なくなった。そこで、同事務所の係員に確認したところ、社

長が標準報酬月額の引下げについての申請を行ったことが分かった。」と供述している。 

さらに、申立期間のうち、平成11年12月から13年10月までについて、今回、新た

な資料として提出された上記賃金台帳において確認できる厚生年金保険料控除額に見合

う標準報酬月額は59万円であるところ、申立人は、「平成10年９月から13年10月ま

での自分の給与は未払である。」としているため、当該賃金台帳は厚生年金保険料の控

除があったことを証明するものとはならないことから、当初の決定を変更すべき新たな

資料とは認めらない。 

このほか、前回の申立てに係る決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めること

はできない。 



  

東京厚生年金 事案24026 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年３月31日から同年４月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には昭和 46 年３月 31 日まで勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録により、申立人は、昭和44 年４月１日から 46 年３月 31 日まで

Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、平成４年10月31日に厚生年金保

険の適用事業所ではなくなっている上、申立期間当時の事業主及び経理事務担当者二人

は、死亡又は連絡先が不明であることから、申立人の申立期間における厚生年金保険の

取扱い及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、同社が厚生年金保険の適用事業所と

なった昭和45年６月１日から46年末までの期間に厚生年金保険被保険者資格を月末に

喪失していることが確認できる 12 人（申立人を除く。）のうち雇用保険の記録を確認

できる７人をみると、離職日の翌日に資格を喪失している者は一人のみで、３人が離職

日と資格喪失日が同日、二人が離職日より１か月後に資格を喪失、残る一人が離職日よ

り１か月前に資格を喪失しており、同社では、離職の実態に即した資格喪失の届出が行

われていない状況がうかがわれる。 

さらに、申立期間より後の経理事務担当者は、自身が担当する前から、Ａ社における

厚生年金保険料は翌月給与からの控除のため、月末退職者の退職月の給与からは２か月

分の保険料を控除する取扱いであった旨供述しているところ、上記の厚生年金保険被保

険者資格の月末喪失者12人のうち連絡先が判明した10人に厚生年金保険料の控除状況

を照会し９人から回答があったが、９人全員が当時の給与支払明細書等の給与からの保



  

険料の控除が分かる資料を保有しておらず、また、そのうち８人は資格喪失月における

厚生年金保険料の控除に関する記憶が無く、残る一人は、「同社は、保険料負担の関係

から月の末日を資格喪失日として届け出たのかもしれない。退職月の給与から２か月分

の厚生年金保険料が控除された記憶は無い。」旨供述している。 

なお、申立人は、「退職月の給与支給額は前月と比較しても大きな差は無かったと思

う。」旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

東京厚生年金 事案24028 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年９月21日から11年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間になっていな

い。同社の社員として勤務したのは「在職期間証明書」のとおり間違いないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が発行した在職期間証明書及び同社から提出された労働者名簿により、申立人が

申立期間に同社に勤務していたことは確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間当時、パート社員や契約社員等の厚生年金保険加入

について認識不足から加入手続を適正に行っていなかったとし、申立期間における賃金

台帳等は処分してしまい厚生年金保険料控除は確認できないが厚生年金保険の加入手続

前から保険料を控除するようなことは行っていない旨回答している。 

また、申立人の給与振込口座に係る記録からＡ社からの給与の振り込みは確認できる

ものの、当該振込金額からは申立期間の厚生年金保険料控除を確認することはできない。 

さらに、申立人に係る雇用保険の加入記録によれば、資格取得日は平成 11 年６月１

日と記録されており、厚生年金保険のオンライン記録の資格取得日と一致する。 

なお、申立人は、申立期間に係る給与明細書は持っていないが、厚生年金保険料は控

除されていなかったと思うと供述している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24032 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和48年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成７年６月頃から10年５月頃まで 

② 平成10年６月頃から12年11月頃まで 

③ 平成12年11月頃から13年２月11日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間①及び③、それぞれの勤務期間は覚えて

いないが、Ｃ社、Ｄ社（現在は、Ｅ社）及びＦ社に勤務した申立期間②の厚生年金保

険の加入記録が無い。各申立期間において、人材派遣業の各社に派遣従業員として登

録し、各々の事業所の派遣命令に応じて、派遣先事業所に勤務していたのは確かなの

で、各申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の加入記録及び申立人がＡ社から派遣されたとするＧ

社の総務課担当者の供述から、申立人は、当該期間のうち、平成７年11 月１日から 10

年３月 31 日まで、Ａ社の派遣従業員として派遣先事業所に勤務していたことは確認で

きる。 

しかしながら、Ｂ社の人事担当者は、「当時の資料は保管されていないが、当時のＡ

社では、派遣従業員全員を厚生年金保険に加入させていたわけではなく、希望者のみを

加入させていた。また、厚生年金保険の加入の有無については、派遣労働契約を交わす

際に文書で提示していた。」旨供述している。 

また、Ｇ社の総務課担当者は、「当時、Ａ社の担当者に派遣従業員に係る厚生年金保

険等の加入状況を確認したところ、同社からの派遣従業員については、全員を厚生年金

保険に加入させていたわけではなく、希望者のみを加入させている旨の説明を聞いた記

憶がある。」旨供述しているところ、Ｇ社から提出された、当時、Ａ社から派遣され、

Ｇ社に勤務していた派遣従業員 10 人（申立人を含む。）の氏名が記載された資料によ

ると、その全員がＡ社において厚生年金保険に加入していないことがオンライン記録か



  

ら確認できる。 

申立期間②について、申立人は、「それぞれの勤務期間は覚えていないが、Ｃ社、Ｄ

社及びＦ社から派遣命令を受けて派遣先事業所に勤務していた。」旨供述しているとこ

ろ、Ａ社から提出された申立人に係る賃金台帳によると、申立人は、当該期間のうち、

平成11年７月１日から同年11月20日まで及び12年２月１日から同年11月７日まで、

Ｄ社で派遣従業員として勤務していたことは確認できる一方、Ｃ社及びＦ社は当時の資

料を保管していないと回答しており、また、申立期間②において申立人に係る雇用保険

の加入記録も確認できないことから、申立期間②のうち、11 年７月１日から同年 11 月

20 日まで及び 12 年２月１日から同年 11 月７日までの期間を除き、申立人の勤務を確

認することができない。 

また、上記賃金台帳において申立人がＤ社で派遣従業員として勤務していたことが確

認できる上記期間において、申立人は、給与から厚生年金保険料や雇用保険料を含む社

会保険料が控除されていないことが確認できる。 

さらに、Ｃ社及びＦ社における各厚生年金保険担当者は、｢当時、派遣従業員全員を

厚生年金保険に加入させていたわけではなく、希望者のみを加入させていた。また、厚

生年金保険の加入の有無については、派遣労働契約を交わす際に文書で提示してい

た。｣旨供述している。 

申立期間③について、申立人がＡ社から派遣されたとするＨ社の総務課担当者の供述

から判断すると、申立人が、当該期間にＡ社の派遣従業員として派遣先事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社の人事担当者は、「当時の資料は保管されていないが、当時のＡ

社では、派遣従業員全員を厚生年金保険に加入させていたわけではなく、希望者のみを

加入させていた。また、厚生年金保険の加入の有無については、派遣労働契約を交わす

際に文書で提示していた。」旨供述している。 

また、Ｈ社の総務課担当者は、「申立人は当該期間後、当社の従業員として厚生年金

保険に加入しているが、従業員になる前の派遣期間における厚生年金保険の取扱いにつ

いては分からない。」旨供述している。 

なお、申立人は、各申立期間の派遣先事業所における同僚を記憶しておらず、Ｃ社、

Ｄ社及びＦ社から派遣されたとするＩ社（現在は、Ｊ社）、Ｋ社（現在は、Ｌ社）及び

Ｍ社の各担当者は、「当時の資料は保管しておらず、申立人の勤務実態については不明

である。」旨供述している。 

また、申立人の当時の住所地を管轄する区役所の記録によると、申立人は、平成７年

６月13 日から 13 年２月 12 日まで国民健康保険に加入していることが確認できる上、

８年９月＊日付けで、申立人の婚姻に伴い、世帯分離の手続が行われていることが確認

できる。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



  

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



  

東京厚生年金 事案24035（事案9538及び23564の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年８月30日から同年12月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の船員保険加入記録が無い

旨を第三者委員会に再度申し立てたところ、同委員会から、記録の訂正を行うことは

できないと通知があった。 

しかし、第三者委員会の判断は事実誤認であり、納得、承服できないため、新たに

Ｃ校Ｄ科第11回生（昭和43年９月２日）の写真や供述書を提出するので、申立期間

を船員保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間に係る申立てについては、退職金算出明細書及び人事記録から、申立人は、

申立期間もＡ社に継続して勤務し、昭和43 年９月２日から同年 11 月 30 日まではＤ科

講習を受講していたことが確認できるが、ⅰ）申立人と同時期に講習を受講していた

従業員６人についても、申立期間に同社における船員保険の加入記録が無いこと、

ⅱ）このうちの二人が、申立期間は船員保険の任意継続被保険者となっており、当該

二人のうちの一人及び当時、同社で船員保険の手続を担当していた者が、上記講習の

受講中は一旦離職という形をとるので船員保険の任意継続手続をするよう事業所から

指示された旨供述していることから、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年６月２

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  その後、申立人は、船員法第１条に規定する船員として船舶所有者に使用される者は、

船員保険の強制被保険者となるはずであり、申立期間は社命により講習を受講してい

た期間で、船員保険の健康保険証も所持していたので、再調査をしてほしい旨再申立

てを行ったが、Ａ社に係る船員保険被保険者名簿の備考欄には、申立人が昭和 43 年８

月 30 日に資格喪失した際に被保険者証及び被扶養者証を返納したことを示す記載が確

認でき、申立人の主張については、当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められ



  

ず、このほか、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

既に当委員会の決定に基づき、平成 24 年８月８日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

  今回の再申立てに当たり、申立人は、船員保険は船員法上の船員に適用される強制保

険であり、申立期間は船員法の船員で、船員保険の被保険者であったと供述して、申

立期間のＤ科講習時の写真を新たな資料として提出した上で、今回自分の供述した内

容を再調査し、申立期間を船員保険の被保険者期間として認めてほしい旨主張してい

る。 

しかしながら、本件における申立人の提出資料及び主張から、申立期間に係る船員保

険料控除の事実を確認又は推認できる新たな関連資料及び周辺事情は得られず、このほ

か、当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が船員保険の

被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 


